2011年1月17日
北海道市長会長　新宮　正志　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山上　潔
「子ども･子育て新システム」に関する要請書
道民生活の安定と福祉の向上に対する貴職のご尽力に敬意を表します。
かつてない少子高齢化社会を迎え、子ども子育て施策の拡充は喫緊の課題となっています。少子化対策にとどまらず、子どもの最善の利益を確保するため、「チルドレン・ファースト」の視点から、社会全体で子供・子育てを支える仕組みづくりが求められています。
　政府において議論されている「子ども･子育て新システム」は、子ども・子育てにかかわる財源・制度の一元化による切れ目のないサービス提供体制を構築するための方針を示しているものの、利用者補助方式、直接契約、応益負担、規制緩和による多様な事業者の参入の促進なども盛り込まれていることから、実施主体である市町村の公的責任が縮小し、社会的養護を必要とする子どもの排除などをもたらすことが懸念されます。
　制度設計にあたっては「すべての子どもに対する良質な育成環境の保障」という制度の普遍化に向けた対象者の拡大などに取り組むとともに、児童虐待の深刻化や「子どもの貧困」の社会問題化など、子どもの育成環境の悪化に伴う福祉的なニーズに一体的に対応することが可能な仕組みを構築することが現実的な課題であると考えられることから、下記の事項を中心に、国への意見反映も含め貴職のご尽力を要請します。
記
１．子ども手当などの金銭給付は国による実施を基本とし、現物給付の財源及び制度と分離して実施すること。また、金銭給付に比べて実施の難易度が高く、より安定性が求められる現物給付については、その拡充にインセンティブを与える制度設計とすること。
２．安定的な給付を確保するため、市町村に対する確実な財源保障の仕組みを確立すること。特に、保育サービスなど現物給付については、安定的な運営を確実に担保するための財源構成とすること。
３．現物給付における質の高いサービスを担保するため、保育所における「最低基準」などナショナルミニマムとしての社会的規制を整備すること。
４．地方段階における、当事者とステークホルダーの参画による協議の場を設けること。その際、子どもの権利条約に基づく子どもの意見表明権を具体化する措置を講ずること。
５．質の高い保育サービスを提供するため、現行の認可保育所機能の拡充を中心とした制度設計とし、現行の認可外保育資源による安易な認可保育所の代替はしないこと。
６．保育人材の確保と定着を促進するため、人件費が確実に労働者に配分されるよう、運営費の使途制限を維持すること。
７．分立した制度の一元化による「新システム」のメリットを最大限に活かすため、対象サービスを拡大するとともに、保護者や子どもの利便性向上に向けて、可能な限り各種サービスの決定権限や相談支援機能、サービス調整機能、子どもの権利擁護に向けた介入権限などを集中させ、サービス横断的なワンストップサービスを可能とする市町村実施体制の構築に向けた制度設計を行うこと。
８．子どもに対する福祉ニーズに対応した市町村の適切かつ確実な関与を可能にし、実効性のある応諾義務を課すことを可能にするため、医療制度や現行の公的保育制度と同様の現物給付方式を基本にするとともに、利用者負担は公定価格かつ応能負担とすること。
９．放課後児童給付については、社会的規制の整備及び財源保障の強化により、質の確保を前提とした学童保育の充実をはかること。
10．「幼保一体化」の推進にあたっては、移行リスクを回避するため、固有の存在意義を有する保育所及び幼稚園の制度の存続を前提に、第三の幼児教育・保育類型とすること。
以上
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道民生活の安定と福祉の向上に対する貴職のご尽力に敬意を表します。
かつてない少子高齢化社会を迎え、子ども子育て施策の拡充は喫緊の課題となっています。少子化対策にとどまらず、子どもの最善の利益を確保するため、「チルドレン・ファースト」の視点から、社会全体で子供・子育てを支える仕組みづくりが求められています。
　政府において議論されている「子ども･子育て新システム」は、子ども・子育てにかかわる財源・制度の一元化による切れ目のないサービス提供体制を構築するための方針を示しているものの、利用者補助方式、直接契約、応益負担、規制緩和による多様な事業者の参入の促進なども盛り込まれていることから、実施主体である市町村の公的責任が縮小し、社会的養護を必要とする子どもの排除などをもたらすことが懸念されます。
　制度設計にあたっては「すべての子どもに対する良質な育成環境の保障」という制度の普遍化に向けた対象者の拡大などに取り組むとともに、児童虐待の深刻化や「子どもの貧困」の社会問題化など、子どもの育成環境の悪化に伴う福祉的なニーズに一体的に対応することが可能な仕組みを構築することが現実的な課題であると考えられることから、下記の事項を中心に、国への意見反映も含め貴職のご尽力を要請します。
記
１．子ども手当などの金銭給付は国による実施を基本とし、現物給付の財源及び制度と分離して実施すること。また、金銭給付に比べて実施の難易度が高く、より安定性が求められる現物給付については、その拡充にインセンティブを与える制度設計とすること。
２．安定的な給付を確保するため、市町村に対する確実な財源保障の仕組みを確立すること。特に、保育サービスなど現物給付については、安定的な運営を確実に担保するための財源構成とすること。
３．現物給付における質の高いサービスを担保するため、保育所における「最低基準」などナショナルミニマムとしての社会的規制を整備すること。
４．地方段階における、当事者とステークホルダーの参画による協議の場を設けること。その際、子どもの権利条約に基づく子どもの意見表明権を具体化する措置を講ずること。
５．質の高い保育サービスを提供するため、現行の認可保育所機能の拡充を中心とした制度設計とし、現行の認可外保育資源による安易な認可保育所の代替はしないこと。
６．保育人材の確保と定着を促進するため、人件費が確実に労働者に配分されるよう、運営費の使途制限を維持すること。
７．分立した制度の一元化による「新システム」のメリットを最大限に活かすため、対象サービスを拡大するとともに、保護者や子どもの利便性向上に向けて、可能な限り各種サービスの決定権限や相談支援機能、サービス調整機能、子どもの権利擁護に向けた介入権限などを集中させ、サービス横断的なワンストップサービスを可能とする市町村実施体制の構築に向けた制度設計を行うこと。
８．子どもに対する福祉ニーズに対応した市町村の適切かつ確実な関与を可能にし、実効性のある応諾義務を課すことを可能にするため、医療制度や現行の公的保育制度と同様の現物給付方式を基本にするとともに、利用者負担は公定価格かつ応能負担とすること。
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